
茨城県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平

成１９年法律第１１２号。以下「法」という。）第４０条の規定に基づく住宅確保要配

慮者居住支援法人（以下「支援法人」という。）の指定等に関し、必要な事項を定める

ものである。 

 

（指定の申請） 

第２条 法第４０条の規定に基づき支援法人の指定を受けようとする者（以下「申請者」

という。）は、住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書（様式第１号）の正本及び副

本を知事に提出するものとする。 

２ 前項の申請書には、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施

行規則（平成２９年国土交通省令第６３号。以下「省令」という。）第２７条第２項第

１号から第６号に掲げる書類に加え、同項第７号の規定に基づくその他知事が必要と認

める書類として、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 申請年度の事業計画及び収支予算書 

二 申請以前に行っている法第４２条各号に規定する居住支援に資する活動の実績（過

去５年のうち直近の活動実績の存する年度分のみ）を示す書類 

三 個人情報保護規定その他これに準ずるもの 

四 申請者が４２条第１号に掲げる業務（以下「債務保証業務」という。）及びこれに

附帯する業務を行おうとする場合は、当該業務に係る経理とその他の業務に係る経理

とが区分されていることがわかる書類 

五 申請者が第５条第２項の規定により市町村長に対して推薦を申請している場合は、

当該推薦申請書の写し 

六 支援法人の指定に関する誓約書（様式第２号） 

七 前各号に掲げるもののほか、支援法人の業務に関し参考となる書類 

 

（指定の基準等） 

第３条 知事は、前条第１項の規定による申請があった場合において、申請が法第４０条

各号に掲げる基準に適合すると認めるときは、申請者を支援法人として指定するものと

する。 

２ 知事は、前項の規定により申請者を支援法人として指定した場合は、住宅確保要配慮

者居住支援法人指定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定により申請者を支援法人として指定した場合は、速やかに県ホ

ームページ等で公表するものとする。 



４ 知事は、前条第１項の申請があった場合において、申請者が法第４０条各号に掲げる

基準に適合しないと認めるときは、住宅確保要配慮者居住支援法人として指定しない旨

の通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

 

（名称等の変更） 

第４条 法第４１条第２項の規定による変更の届出は、住宅確保要配慮者居住支援法人名

称等変更届出書（様式第５号）を知事に提出することにより行うものとする。 

２ 前項の規定によるほか、支援業務の範囲その他の指定を受けた内容を変更しようとす

るときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を知事に届け出なければなら

ない。この場合において、前項の規定を準用する。 

 

（市町村長からの推薦） 

第５条 市町村長は、当該市町村が居住支援を行う区域内であり、かつ、申請者である法

人の設立への関与や連携の実績があるなど、推薦するにあたり支障がないと判断できる

場合、知事に推薦することができる。 

２ 前項の推薦は、申請者による市町村長に対する申請に基づいて行うものとする。 

３ 前項の申請は、住宅確保要配慮者居住支援法人推薦申請書（様式第６号）の提出によ

り行うものとする。 

４ 第１項の推薦は、住宅確保要配慮者居住支援法人推薦書（様式第７号。以下「推薦

書」という。）を知事に交付することにより行うものとする。 

なお、市町村長は、推薦書を知事に交付したときは、その写しを申請者に交付するも

のとする。 

５ 知事は、前項の規定により市町村長から推薦書の交付を受けた場合、支援法人の指定

に当たり、斟酌するものとする。 

 

（家賃債務保証業務の委託） 

第６条 申請者又は法第４０条に基づく指定を受けた支援法人（以下「申請者等」とい

う。）は、法第４３条の規定に基づき、債務保証業務のうち債務の保証の決定以外の業

務の全部又は一部を金融機関その他の者に委託することについて認可を受けようとする

場合は、債務保証業務委託認可申請書（様式第８号）の正本及び副本にその添付書類を

添えて知事に提出するものとする。 

２ 前項の添付書類は、受託予定者に応じて次の各号のいずれかの書類及び委託に係る契

約書とする。 

一 受託予定者が金融機関である場合は、当該金融機関が法令に基づく免許、許可又は

登録等を受けたものであることが分かる書類 

二 受託予定者が家賃債務保証業者登録規程（平成２９年国土交通省告示第８９８号）



の規定による登録家賃債務保証業者（以下「登録家賃債務保証業者」という。）であ

る場合は、当該受託予定者が登録家賃債務保証業者として登録された者であることが

分かる書類 

三 受託予定者が債務保証業務を行う者として指定を受けた支援法人である場合は、そ

のことが分かる書類 

３ 知事は、第１項の規定により提出された債務保証業務委託認可申請書及び添付書類の

内容が適切と認められる場合は、当該債務保証業務委託を認可するものとする。 

４ 知事は、前項による認可を行う場合は、債務保証業務委託認可書（様式第９号）を申

請者等に通知するものとする。 

５ 知事は、第３項による認可を行わない場合は、債務保証業務委託の認可を行わない旨

の通知書（様式第１０号）により、申請者等に通知するものとする。 

 

（債務保証業務規程の認可） 

第７条 申請者等は、債務保証業務を行おうとするときは、債務保証業務規程認可申請書

（様式第１１号）の正本及び副本にあらかじめ定めた債務保証業務規程を添付し、知事

の認可を受けなければならない。 

２ 前項の認可を受けた債務保証業務規程を変更しようとするときは、債務保証業務規程

変更認可申請書（様式第１２号）の正本及び副本に変更前後の債務保証業務規程を添付

し、知事の認可を受けなければならない。 

３ 知事は、第１項による認可を行う場合は、債務保証業務規程認可書（様式第１３号）、

第２項による認可を行う場合は、債務保証業務規程変更認可書（様式第１４号）により、

申請者等に通知するものとする。 

４ 知事は、第１項による認可を行わない場合は、債務保証業務規程の認可を行わない旨

の通知（様式第１５号）、第２項による認可を行わない場合は、債務保証業務規程の変

更認可を行わない旨の通知（様式第１６号）により、申請者等に通知するものとする。 

 

（事業計画等の認可） 

第８条 法第４０条に基づく指定を受けた支援法人（以下「指定支援法人」という。）は、

法第４５条第１項に基づき、毎事業年度の開始前（指定を受けた日の属する事業年度に

あっては、その指定を受けた後遅滞なく）に、支援業務事業計画等認可申請書（様式第

１７号）の正本及び副本に作成した支援業務に係る事業計画及び収支予算（以下「事業

計画等」という。）を添付し、知事の認可を受けなければならない。 

２ 指定支援法人は、前項の認可を受けた事業計画等を変更しようとするときは、支援業

務事業計画等変更認可申請書（様式第１８号）の正本及び副本に、変更した事業計画等

を添付し、知事の認可を受けなければならない。 

３ 知事は第１項による認可を行う場合は、支援業務事業計画等認可書（様式第１９号）、



前項による認可を行う場合は、支援業務事業計画等変更認可書（様式第２０号）により、

指定支援法人に通知するものとする。 

４ 知事は第１項による認可を行わない場合は、支援業務事業計画等の認可を行わない旨

の通知（様式第２１号）、第２項による認可を行わない場合は、支援業務事業計画等の

変更認可を行わない旨の通知（様式第２２号）により、指定支援法人に通知するものと

する。 

 

（毎事業年度の報告） 

第９条 指定支援法人は、法第４５条第２項の規定に基づき、支援業務事業報告書等提出

書（様式第２３号）に、次の各号に掲げる書類を添付し、当該事業年度経過後３月以内

に、知事に報告しなければならない。 

一 支援業務に係る事業報告書 

二 支援業務に係る収支報告書 

三 財産目録 

四 貸借対照表 

 

（指定支援法人の辞退） 

第１０条 指定支援法人が、やむを得ない理由により、指定の辞退を行う場合は、住宅確

保要配慮者居住支援法人指定辞退届出書（様式第２４号）により知事に届け出るものと

する。 

 

（指定の取消し等） 

第１１条 知事は、法第５０条の規定に基づき、指定支援法人の指定の取消しを行った場

合は、住宅確保要配慮者居住支援法人指定取消通知書（様式第２５号）により、指定支

援法人に通知するものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附則 

この要領は、平成３０年７月１日から施行する。 

この要領は、令和３年１月１日から施行する。 


